
―17―

高崎経済大学論集 第44巻 第１号 2001 17頁～35頁

事業税とその問題点

加 藤 一 郎

The Enterprise Tax and It � s Issues
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� 事業税の概要と沿革＊１

１) 概 要

事業税は、道府県税であって、法人、個人の行う事業に対して課税されるものである。道府県税

全体に占める構成比は、バブル絶頂期の1989年度に、個人分で1.4％。法人分で42.9％の計44 .4％

にもなった。事業税は、道府県税における基幹税であるといえる。とくに、法人事業税の比率が極

めて高い。

ところが、バブル崩壊後、事業税の構成比は低下し始め、1998年度には、個人分で1.8％、法人

分で27.5％の計29.3％になった。個人分の低下は見られないが、法人事業税の低下が著しい。それ

でも道府県税中、最大の構成比を保っているが、景気変動により大きな変化を示すのが、法人事業

税のひとつの特徴である。

また、事業税とくに法人事業税は地域的偏在＊２も大きい。たとえば、東京都ではバブル期の1989

年度には税収全体の５割を超えていたが、青森県や沖縄県では３割未満であった。つまり法人事業

税は、経済活動の活況度、変動に極めて敏感な地方税であるといえる。

このように、法人事業税が景気変動にきわめて不安定で、また地域的偏在が大きいことは、地方

税に求められる安定性と普遍性の原則に反しており＊３、絶えず問題にされてきたのである。

法人事業税が不安定で地域的に偏在しているのは、そもそも事業に対する課税であるとともに、

課税標準として多くの場合所得基準が用いられているからである。いうまでもなく、法人企業は大

都市部を中心に事業活動をおこなっており、それが大都市部に法人事業税を偏在させる要因になっ

ている。また、法人企業の所得＝利益は経済変動により大きく変化する。好景気には増収・増益と

なり法人事業税も拡大するが、一方不況が深刻化すれば赤字決算となり、所得＝利益はゼロとなり

法人事業税は入ってこなくなる。このことが、法人事業税の変動を大きくしているのである。

しかし、事業税の課税根拠は、同じく所得を基礎とする国税の法人税と違って、事業を営む際に

地方公共団体から提供される公共サービスによってもたらされる利益に対する対価として考えられ

ている。とすると、事業活動が営まれている限り地方公共団体からの公共サービスは享受している

わけだから、事業税を支払うべきであるということになる。また、地方税法にはそれを可能にする

条文がある。事業税の外形標準課税＊４である。

先ほど述べた、普遍性、安定性を求める地方税原則と、公共サービスの対価としての事業税の性

格、そしてそれを念頭に置いた地方税法の規定が、事業税の外形標準課税の問題を長い間提起して

きたのである。しかし、それは議論の段階にとどまりつづけた。2000年度から実施された東京都の

いわゆる銀行税が初めての例である。

さて、事業税は道府県税であるが、複数の都道府県にまたがって本社、工場、営業所などを展開
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して事業活動を行う企業も多い。そのような企業の場合、企業所得＝利益が本社、工場、営業所な

どそれぞれで個別に計算され、課税当局に申告されることはない。企業全体で一括して計算され、

申告される。そこで、企業全体で一括して計算され、申告される企業所得を、本社、工場、営業所

等それぞれが存在する都道府県毎に、どのような基準で分割し帰属させるのかが問題となる。これ

が事業税の分割基準の問題である。

なお、2000年度の事業税の税率は、個人事業に対しては業種によって４～５％、法人事業に対し

ては、収入金額課税法人では1.3％、所得金額課税法人では所得金額に応じて5.0～9.6％である。

これは1998年度以降大幅に税率が引き下げられた結果である。たとえば、所得金額課税法人の基本

税率は、1954年に法人事業税制度ができて以来、一貫して12％であった。

２) 沿 革

事業税の前身は、1876年に商業活動に対する府県税として創設された営業税で、定額課税であっ

た。この営業税は1882年に広く商工業一般に賦課されることになった。1896年に、営業税は地方税

から国税に移管され、資本金額等の外形基準によって課せられることになり、府県は国税の営業税

の課税対象とされない小営業に対して、府県税としての営業税を課した。1926年には営業税が廃止

され、純益を課税標準とする営業収益税が創設され、府県は営業収益税の課税対象とされない業種

および営業収益税の免税点以下の小売業に対して、営業の純益、収入金額、営業用建物の賃貸価格

など外形基準を課税標準とする地方税としての営業税を課した。1940年に、営業収益税と営業税は

統合され、営業の純益を課税標準とする国税の営業税が創設された。

第２次大戦後の1947年、営業税は国税から委譲され、道府県の独立税として法人および個人の営

業に対し、純益または営業収益を課税標準として課税された。1948年に営業税は事業税と改められ､

新たに個人の農林水産業が課税対象に加えられるとともに、電気事業、ガス供給事業、運送業につ

いては収入金額を課税標準とした。また、特別所得税が新設され自由業などが課税対象とされた。

1949年の第１次シャウプ勧告で、事業税の課税標準を事業の所得ではなく、付加価値とすべきで

あるとされた。この勧告をふまえ、1950年に事業税および特別所得税に代え、道府県税の主柱とし

て附加価値税が創設された。この附加価値税の課税標準は、事業の総売上から特定の支出金額を控

除した額とされた。その後、1950年の第２次シャウプ勧告を受け、1951年に、青色申告法人につい

ては、課税標準を各事業年度の所得並びに当該事業年度中に支払うべき、給与、利子、地代および

家賃の合計額とする加算法も選択できることになった。そしてこの合計額は所得計算上、損金に算

入すべきものとされた。

しかし、この附加価値税は法律上制定されたものの、暫定的に実施を延期した後に、結局、実施

されないまま1954年に廃止され、それまで暫定的に存続されていた従来の事業税と特別所得税が統

合され、現行の事業税となった（税制調査会［2000］103ー104ページ、梅原英治［1998] )＊５。
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以上見てきたように、課税標準を所得としたり、付加価値としたりするものが混在する形で成立

した現行事業税が、所得標準と外形標準とを混在させているのは、ある意味で当然のことといえる

かもしれない。

� 事業税の変動・地域的偏在と課税根拠及び分割基準

ここでは、法人事業税の変動の激しさと地域的偏在の状況とその特徴を確認し、所得標準が事業

税の課税根拠である応益原則といかに矛盾しているかを検討しよう。

１) 景気変動・地域的偏在と所得課税

ａ 法人事業税の状況

表１は、法人事業税の都道府県別収入額の推移等を示したものである。網で囲ってあるところが

それぞれの都道府県の法人事業税のピーク時を示す。そしてそのピーク時に対する平成９（1997）

年度の増減額と増減率が示されている。

網掛けのピーク時を見ると、東京、大阪などから始まり、埼玉、神奈川、愛知などに広がり、平

成３（1991）年度全国的にピークに達する。しかし、東北や四国、九州の県ではピークが遅れる。

法人企業の活動の活発な大都市圏域から始まり、それが拡大していく。そして、法人企業の活動が

それほど活発でない地域ではピークがずれ込むのである。

さて、東京都がピークとなった平成元（1989）年度、全国の法人事業税の合計額は６兆3369億円

で、東京都は１兆5806億円だから、東京都が全体の約４分の１を占める。一方、東京都の法人税収

が最も低くなっている平成７（1995）年度の東京都の構成比は約20％で、５ポイントも構成比を低

下させている。そして、この平成７（1995）年度の東京都の法人税収は、ピーク時の53％、ほぼ半

分にすぎない。全国の場合のこの値は65％である。東京への法人事業税の集中と、東京都における

法人事業税の大きな変動を読みとることができるのである。

また、ピーク時に対する平成９（1987）年度の増減率を見ると、東京都はマイナス37.6％、大阪

府はマイナス39.0％など大都市圏域で大幅な低下となっている。一方、愛媛県の０％や秋田県のマ

イナス2.7％に示されるように、地方圏での変動は比較的少ない。

こうした傾向は、法人事業税の大半が所得を課税標準としているためである。そこで、同じく大

半の課税標準を所得とする法人住民税と合わせて、所得課税の動向を見ておこう。

ｂ 法人２税の状況

ここでは、法人事業税に法人住民税を加えた法人２税の状況を見ることによって、景気変動の地

域的、時期的特徴を検討しよう。
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－
22
,9
70

－
37
,4
84

－
11
4
,2
56

－
9
,1
75

－
8
,2
90

－
41
,4
45

－
27
9
,8
50

－
76
,2
91

－
9
,2
23

－
10
,1
33

－
23
.7

－
13
.3

－
4
.7

－
14
.3

－
2
.7

－
12
.2

－
10
.7

－
25
.2

－
22
.3

－
25
.8

－
23
.5

－
34
.6

－
37
.6

－
33
.0

－
18
.3

－
30
.1

－
19
.9

－
14
.4

－
26
.3

－
21
.8

－
27
.3

－
17
.2

－
20
.6

－
11
.1

－
12
.6

－
29
.6

－
39
.0

－
30
.3

－
25
.5

－
28
.0

55
7
,4
24

11
8
,0
48

12
5
,8
05

26
4
,6
08

10
7
,6
62

11
2
,8
43

23
3
,6
86

33
3
,9
66

23
7
,2
25

22
5
,9
34

65
2
,5
16

61
5
,5
93

2
,3
93
,7
48

97
6
,4
94

27
7
,0
88

13
5
,6
13

14
0
,5
10

11
4
,7
74

97
,8
44

24
9
,1
61

23
2
,3
97

50
5
,9
59

1
,1
10
,9
71

23
1
,0
55

16
0
,7
23

29
1
,7
53

1
,1
81
,5
73

60
2
,8
05

11
8
,2
30

95
,6
25

23
.9

21
.2

25
.2

30
.6

28
.2

25
.7

32
.8

28
.7

30
.2

28
.2

26
.5

21
.7

41
.2

30
.9

30
.8

28
.8

29
.7

34
.7

30
.7

29
.8

26
.3

35
.6

39
.6

31
.9

35
.7

33
.8

37
.0

29
.2

22
.8

27
.2

＜
表
１
＞

法
人
事
業
税
の
都
道
府
県
別
収
入
額
の
推
移
等

平
成

元
年
度

平
成

２
年
度

平
成

３
年
度

平
成

４
年
度

平
成

５
年
度

平
成

６
年
度

平
成

７
年
度

平
成

８
年
度

平
成

９
年
度
Ａ

左
の
ピ
ー
ク
時
に
対
す
る

増
減
額

増
減
率

(
参
考
)
Ｂ

９
年
度

税
収
総
額

Ａ
／
Ｂ

（
％
）

北
海
道

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

(単
位
：
百
万
円
，
％
）
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(注
)
道
府
県
税
徴
収
実
績
調
に
よ
る
決
算
額
。

出
所
：
税
制
調
査
会
（
19
99
．
７
）
附
表
資
料
（
４
）
の
３

15
,3
20

20
,4
43

73
,9
34

12
1
,9
55

62
,2
48

23
,7
67

42
,0
62

43
,7
64

16
,7
04

16
8
,3
09

21
,9
55

29
,5
03

38
,2
07

29
,1
13

23
,3
62

37
,8
97

17
,8
42

6
,3
36
,8
79

13
,9
77

19
,3
60

73
,2
34

12
0
,5
49

57
,0
95

22
,2
31

41
,2
01

43
,8
84

15
,9
77

16
7
,5
15

21
,7
74

32
,3
52

38
,1
91

29
,8
71

23
,6
40

35
,9
36

18
,5
32

6
,2
92
,6
07

17
,2
24

23
,5
22

83
,3
03

12
9
,0
34

63
,3
72

25
,2
25

48
,2
63

49
,3
42

19
,7
51

17
9
,2
21

25
,7
95

36
,7
95

44
,6
91

39
,9
92

26
,1
03

39
,0
40

22
,0
04

6
,4
76
,3
49

14
,8
53

21
,1
30

66
,4
50

11
5
,0
40

56
,5
72

21
,5
33

44
,4
09

45
,0
63

17
,6
31

15
9
,4
77

24
,1
68

40
,3
73

40
,5
44

33
,5
35

22
,7
97

36
,3
57

20
,1
62

5
,4
07
,5
07

12
,6
68

19
,0
00

59
,5
64

95
,5
48

49
,9
13

20
,0
40

36
,9
71

41
,4
04

15
,5
86

13
7
,5
31

21
,9
12

34
,2
10

37
,2
00

31
,2
65

21
,5
77

33
,7
43

18
,5
05

4
,5
67
,9
57

13
,9
43

19
,3
28

53
,5
12

86
,0
24

45
,2
26

20
,1
72

33
,8
79

41
,5
69

14
,4
06

12
8
,2
82

26
,9
44

29
,3
85

34
,4
07

29
,4
61

21
,6
60

35
,6
85

17
,8
52

4
,2
02
,8
90

14
,4
79

20
,4
43

56
,1
25

84
,7
16

47
,7
18

22
,1
78

32
,0
47

40
,0
42

15
,9
12

12
8
,8
25

25
,5
78

29
,9
21

36
,6
46

29
,6
66

22
,5
33

37
,2
20

16
,1
21

4
,2
35
,1
70

16
,7
49

22
,4
41

60
,0
81

10
3
,9
63

59
,3
05

25
,1
56

42
,1
63

47
,0
15

19
,1
03

14
7
,4
62

26
,2
47

35
,4
43

46
,4
47

33
,0
36

26
,3
26

45
,5
74

20
,8
09

5
,0
84
,0
13

15
,4
96

19
,7
50

56
,6
14

91
,7
25

50
,0
49

22
,7
98

35
,1
29

50
,8
04

16
,8
06

13
6
,4
14

24
,5
62

33
,6
86

42
,6
29

30
,7
85

23
,6
46

38
,2
44

19
,5
07

4
,8
29
,4
77

－
1
,7
28

－
3
,7
72

－
26
,6
89

－
37
,3
09

－
13
,3
23

－
2
,4
27

－
13
,1
34 0

－
2
,9
45

－
42
,8
07

－
2
,3
82

－
6
,6
87

－
3
,8
18

－
9
,2
07

－
2
,6
80

－
7
,3
30

－
2
,4
97

－
10
.0

－
16
.0

－
32
.0

－
28
.9

－
21
.0

－
9
.6

－
27
.2

0
.0

－
14
.9

－
23
.9

－
8
.8

－
16
.6

－
8
.2

－
23
.0

－
10
.2

－
16
.1

－
11
.3

56
,3
84

68
,2
04

20
4
,4
80

30
3
,5
36

16
2
,4
31

77
,1
55

11
0
,4
06

14
5
,1
01

63
,8
23

48
2
,3
57

83
,8
62

11
5
,6
72

15
3
,0
85

10
6
,5
21

91
,4
81

13
8
,2
14

83
,4
95

14
,9
47
,8
40

27
.5

29
.0

27
.7

30
.2

30
.8

29
.5

31
.8

35
.0

26
.3

28
.3

29
.3

29
.1

27
.8

28
.9

25
.8

27
.7

23
.4

32
.3

平
成

元
年
度

平
成

２
年
度

平
成

３
年
度

平
成

４
年
度

平
成

５
年
度

平
成

６
年
度

平
成

７
年
度

平
成

８
年
度

平
成

９
年
度
Ａ

左
の
ピ
ー
ク
時
に
対
す
る

増
減
額

増
減
率

(
参
考
)
Ｂ

９
年
度

税
収
総
額

Ａ
／
Ｂ

（
％
）

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

全
国
計

(単
位
：
百
万
円
，
％
）
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事業税の概要と問題点（加藤）

表２は，平成２（1990）年度と平成10（1998）年度の道府県税と、そのうちの法人住民税および

法人事業税税の合計収入額等を示したものである。法人住民税は法人事業税の大半と同様に所得に

対して課税されており、経済状況と景気変動に敏感な税である。道府県税全体の状況と法人住民税

および法人事業税の法人２税とを比較することによって、経済状況と景気変動の地域的、時期的特

徴を読みとることができる。

まず、1990年度の数値を見ると、東京都の税収は３兆10億円で、財政力指数の最も低い高知県の

582億円の52倍である。1990年の国勢調査人口は、東京都1186万人、高知県83万人で、東京都の人

口は高知県の15倍弱、県民所得は、東京都が52兆8163億円、高知県が１兆6829億円で30倍強である｡

税収の格差は、人口格差をとびぬけて上回っており、県民所得と比べても３分の２ほど大きい。

次に法人住民税と法人事業税の法人２税についてみると、東京都は１兆6603億円、高知県は1920

億円で、その格差は86倍となる。大きな格差を見せた道府県税収全体の格差を、さらに大きく上回っ

ているのである。

この傾向は、全体的にもいえることである。財政力指数1.0以上の４都府県に道府県税収の43.1

％が集中し、法人２税はそれを上回る49.5％が集中している。これに対し、財政力指数0.3未満の

14県の道府県税収は7.3％、法人２税はそれを下回る5.5％に過ぎない。

次に、1998年度の数値を見ると、東京都の道府県税は２兆2820億円と、90年度から7185億円減少

しており、法人２税は１兆1253億円と、90年度に比べて5350億円減少している。減少額全体の４分

の３が法人２税の減収によるものである。これに対して、98年度の高知県の道府県税収は753億円

で、90年度と比較して162億円増加している。法人２税は206億円で90年度より14億円増加している｡

その結果、東京都と高知県の道府県税収の格差は30倍、法人２税の格差は55倍と依然として大きい

ものの、90年度に比べて大きく縮まっている。

また、90年度の上位４団体と同じ都府県の98年度の道府県税収は全体の35.6％、法人２税の44.2

％と構成比を低下させている。それに対し、下位14県の98年度の道府県税収は9.9％、法人2税は8.1

％と90年度に比べて構成比を上昇させている。

つまり、道府県税収、そしてその中でも法人2税の地域格差は大きいが、経済が活況を呈してい

るときにその格差が大きくなる。逆に不況になると、道府県税収もその中の法人2税も活況を呈し

ていた地域ほど大きく落ち込む。それにたいして、税収規模の小さな県はあまり落ち込まないので

ある。財政力の強い大都市圏域の都府県は、その他の県よりも依然として強い財政力を示しながら､

不況による税収減が深刻になり、他の県よりも厳しい財政危機に陥ったのである。東京都が、2000

年度から、銀行業等に対する外形標準課税の導入に踏み切ったのにも、この深刻な財政危機が反映

されている。



―24―

高崎経済大学論集 第44巻 第１号 2001

＜表２＞ 法人２税等の状況

＜その１＞ (単位：百万円，％）

都道府県
財 政 力

指 数

平 成 ２ 年 度

道 府 県 税
うち法人住民税
及び法人事業税

収 入 額
（Ａ）

収 入 額
（Ｂ）

構成比 構成比

東 京 都
大 阪 府
愛 知 県
神奈川県
( 小 計 ）
静 岡 県
埼 玉 県
千 葉 県
兵 庫 県
京 都 府
栃 木 県
茨 城 県
広 島 県
群 馬 県
福 岡 県
三 重 県
滋 賀 県
岐 阜 県
宮 城 県
( 小 計 ）
岡 山 県
長 野 県
石 川 県
香 川 県
福 島 県
奈 良 県
山 口 県
富 山 県
福 井 県
( 小 計 ）
山 梨 県
新 潟 県
北 海 道
愛 媛 県
和歌山県
熊 本 県
( 小 計 ）
大 分 県
山 形 県
鹿児島県
佐 賀 県
徳 島 県
長 崎 県
沖 縄 県
岩 手 県
宮 崎 県
鳥 取 県
秋 田 県
青 森 県
島 根 県
高 知 県
( 小 計 ）

全 国 計

3,009,509
1,473,123
1,166,809
1,091,409
6,740,851
502,626
663,318
595,942
640,416
328,956
241,666
329,091
313,856
224,204
458,760
208,796
155,481
228,472
225,252

5,116,835
201,345
234,207
132,542
110,333
215,283
124,631
152,759
133,279
103,184

1,407,563
102,579
244,891
527,461
125,783
103,389
132,900

1,237,004
94,906
95,255
118,363
67,800
69,113
100,680
69,768
102,304
79,051
48,121
85,438
95,724
59,441
58,106

1,144,072
15,646,324

1,660,282
798,215
636,764
520,246

3,615,507
236,116
269,029
235,989
281,592
153,859
106,136
142,433
143,064
92,489
200,540
93,637
77,310
89,699
97,016

2,218,910
87,489
97,282
54,065
49,608
90,600
42,442
67,048
59,456
44,179
592,171
45,557
100,789
181,945
52,229
42,883
46,149
469,553
36,044
32,594
43,175
25,927
26,726
38,316
22,019
34,025
28,528
16,829
29,172
28,418
22,871
19,198
403,840

7,299,982

19.2
9 . 4
7 . 5
7 . 0
43.1
3.2
4 . 2
3 . 8
4 . 1
2 . 1
1 . 5
2 . 1
2 . 0
1 . 4
2 . 9
1 . 3
1 . 0
1 . 5
1 . 4
32.7
1.3
1 . 5
0 . 8
0 . 7
1 . 4
0 . 8
1 . 0
0 . 9
0 . 7
9.0
0.7
1 . 6
3 . 4
0 . 8
0 . 7
0 . 8
7.9
0.6
0 . 6
0 . 8
0 . 4
0 . 4
0 . 6
0 . 4
0 . 7
0 . 5
0 . 3
0 . 5
0 . 6
0 . 4
0 . 4
7.3

100.0

22.7
10.9
8 . 7
7 . 1
49.5
3.2
3 . 7
3 . 2
3 . 9
2 . 1
1 . 5
2 . 0
2 . 0
1 . 3
2 . 7
1 . 3
1 . 1
1 . 2
1 . 3
30.4
1.2
1 . 3
0 . 7
0 . 7
1 . 2
0 . 6
0 . 9
0 . 8
0 . 6
8.1
0.6
1 . 4
2 . 5
0 . 7
0 . 6
0 . 6
6.4
0.5
0 . 4
0 . 6
0 . 4
0 . 4
0 . 5
0 . 3
0 . 5
0 . 4
0 . 2
0 . 4
0 . 4
0 . 3
0 . 3
5.5
100.0

1 . 0以上
の 団 体

0 . 5以上
1 . 0未満
の 団 体

0 . 3未満
の 団 体

(４団体 )

0 . 5以上
1 . 0未満
の 団 体

( 14団体 )

( ９団体 )

( ６団体 )

0 . 5以上
1 . 0未満
の 団 体

( 14団体 )

＜その２＞ (単位：百万円，％）

都道府県
財 政 力

指 数

平 成 1 0 年 度

道 府 県 税
うち法人住民税
及び法人事業税

収 入 額
（Ａ）

収 入 額
（Ｂ）

構成比 構成比

( 小 計 ）
愛 知 県
神奈川県
大 阪 府
静 岡 県
埼 玉 県
千 葉 県
兵 庫 県
京 都 府
茨 城 県
群 馬 県
福 岡 県
栃 木 県
宮 城 県
広 島 県
三 重 県
滋 賀 県
岐 阜 県
( 小 計 ）
長 野 県
岡 山 県
福 島 県
石 川 県
新 潟 県
山 口 県
香 川 県
富 山 県
福 井 県
( 小 計 ）
北 海 道
奈 良 県
愛 媛 県
山 梨 県
熊 本 県
佐 賀 県
山 形 県
大 分 県
鹿児島県
岩 手 県
和歌山県
秋 田 県
長 崎 県
( 小 計 ）
青 森 県
徳 島 県
宮 崎 県
鳥 取 県
沖 縄 県
島 根 県
高 知 県
( 小 計 ）

全 国 計

2,281,964
107 ,2583
953,247
1,152,284
498,036
686,371
598,448
617,751
322,378
351,992
249,048
519,327
248,964
272,179
313,987
234,268
160,442
246,494

8,497,799
284,515
209,855
255,632
149,611
289,752
170,666
120,805
135,118
120,448

1,736,402
610,962
124,016
153,600
110,559
173,114
97,391
125,222
121,460
158,393
139,143
98,501
115,279
128,246

2,155,885
136,879
85,006
106,641
64,288
95,617
83,666
75,307
647,403

15,319,452

1,125,293
402,114
283,511
432,218
165,452
170,604
138,408
174,609
111,146
101,024
75,794
153,910
72,808
82,935
88,173
71,337
53,862
66,665

2,644,568
96,681
58,415
86,490
46,135
88,376
53,214
40,085
37,454
43,237
550,088
146,705
26,469
51,570
37,130
46,158
31,231
31,136
35,902
42,467
34,780
25,648
29,435
34,699
573,330
29,092
25,934
27,419
18,625
24,212
29,780
20,579
175,641
5,068,920

14.9
7.0
6 . 2
7 . 5
3 . 3
4 . 5
3 . 9
4 . 0
2 . 1
2 . 3
1 . 6
3 . 4
1 . 6
1 . 8
2 . 0
1 . 5
1 . 0
1 . 6
55.5
1.9
1 . 4
1 . 7
1 . 0
1 . 9
1 . 1
0 . 8
0 . 9
0 . 8
11.3
4.0
0 . 8
1 . 0
0 . 7
1 . 1
0 . 6
0 . 8
0 . 8
1 . 0
0 . 9
0 . 6
0 . 8
0 . 8
14.1
0.9
0 . 6
0 . 7
0 . 4
0 . 6
0 . 5
0 . 5
4.2
100.0

22.2
7.9
5 . 6
8 . 5
3 . 3
3 . 4
2 . 7
3 . 4
2 . 2
2 . 0
1 . 5
3 . 0
1 . 4
1 . 6
1 . 7
1 . 4
1 . 1
1 . 3
52.2
1.9
1 . 2
1 . 7
0 . 9
1 . 7
1 . 0
0 . 8
0 . 7
0 . 9
10.9
2.9
0 . 5
1 . 0
0 . 7
0 . 9
0 . 6
0 . 6
0 . 7
0 . 8
0 . 7
0 . 5
0 . 6
0 . 7
11.3
0.6
0 . 5
0 . 5
0 . 4
0 . 5
0 . 6
0 . 4
3.5
100.0

1 . 0以上
の 団 体

0 . 5以上
1 . 0未満
の 団 体

0 . 3未満
の 団 体

(１団体 )

0 . 5以上
1 . 0未満
の 団 体

( 17団体 )

( ９団体 )

( 13団体 )

0 . 5以上
1 . 0未満
の 団 体

(７団体 )

東 京 都 2,281,964 14.9 1 ,125 ,293 22.2
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２) 所得標準と応益原則

東京都が外形標準課税の導入に踏み切る前から、事業税への外形標準課税の導入が問題となって

いた。それは、事業税の課税根拠そのものからきている。事業税の課税根拠は次のように説明され

る。地方公共団体が供給する行政サービスは、事業活動に様々な形で寄与している。事業に対する

直接のサービスのみならず、福祉、教育、環境保全、産業・都市基盤整備、警察や消防・防災など､

極めて広範囲に及んでいる。こうした地方公共団体の各種の行政サービスを受けている事業活動は､

これに必要な経費を分担すべきであるという考え方に基づいて課税されるものである（税制調査会

[2000］102ページ)。この考え方は、利益説（応益説）といわれるものである。

租税が徴収される根拠については、一般に、この利益説と能力説（応能説）の２つがある。能力

説は納税者の税負担能力（担税力）によって税負担を決定しようという考えであり、この考えでは

税負担と政府から受け取る公共サービスの便益とは切り離されている。それに対し、利益説は納税

者が政府から受け取る便益に応じて税負担を行うのである。

能力説で問題になる担税力の源は、新しく生み出された富、すなわち所得や純益である。能力説

の立場ではこの所得あるいは純益が課税する場合の算定基準（課税標準）となる。ところが、利益

説の立場に立つと、担税力があるかないかということには関係なく、受け取っている便益に応じて

税負担をすることになる。担税力つまり所得を測定しないで課税の基準を決めることになる。この

ように基準が、所得の中身の測定ではなく外形によって決められることから、外形基準（外形標準)

といわれる。外形標準には、資本金額、売上金額、家屋の床面積もしくは価格、土地の地積もしく

は価格、従業員数等（地方税法第72条の19）がある。

では、利益説による課税とされる事業税が、所得によらないで外形標準によって課税されている

かといえば、そうではない。法人の行う事業に対する事業税の課税標準は電気供給業、ガス供給業､

生命保険事業、損害保険事業は収入金額であるが、その他の事業は所得（および清算所得）である

(地方税法第72条の12)。また、個人の事業に対する事業税の課税標準も所得である（地方税法第72

条の16)。すなわち法人のおこなう電気供給業等の４業種以外は、すべて所得課税なのである。し

かし、他方で先に示したように、地方税法第72条の19において、特例としてではあるが外形標準課

税を認めているのである。このような、所得基準と外形基準との混在は、事業税の成立過程からき

ている側面もあることは、事業税の沿革の中ですでに述べた。

しかし、混在しているとはいえ、事業税が提供される公共サービスへの対価として認識されてい

ることは間違いない。それは、事業税が経費として、所得の計算上損金算入されることからもいえ

る。つまり、公共サービスに対する支払いとして扱われているのである。

とはいえ、現行の事業税は電気供給業等の４業種以外は、所得を課税標準とする。そのため、す

でに指摘したように、地域的に偏在し、景気の動向によって大きく変動する。赤字を出した企業の

場合には、事業税額がゼロとなる。そこでは、公共サービスに対する対価としての性格がなくなっ
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ている。事業税の課税根拠と所得を課税標準とすることとは矛盾しているのである。

事業税の課税標準を所得とすることによる問題点として、梅原は以下の６点をあげる＊６。�課税

の根拠と課税標準の乖離、�赤字法人／欠損法人に対する課税の欠落。応益負担からの逸脱。不公

平。�税収の不安定性、�税収の地域的偏在、�国税である法人税の影響を受ける、�課税標準と

分割基準の乖離である（梅原［1998］112ページ)。

つまり、事業税の課税根拠は利益説によるものであり、公共サービスから受ける受益の程度に応

じて課税されるべきものである。にもかかわらず、受益を測定する基準とはなりえない所得を課税

標準とすることは矛盾している。所得を課税標準としているため、赤字法人や欠損法人には法人事

業税がかからず、応益負担原則からの逸脱が生じ、不公平である。また、所得は景気変動の影響を

受けやすく、法人事業税収が不安定になり、地方税に求められる安定性を欠く。また、地域的な偏

在性が強く、地方税に求められる普遍性を欠く。所得の計算が国税の法人税の計算例によっている

ため、法人税改正の影響を直接受ける。また、所得を基準とする課税標準と、従業員数等を基準と

する分割基準と乖離する。といった批判である。

３) 分割基準

事業税の地域的偏在に関係して、法人事業税の分割問題が発生する。法人事業税の分割とは、２

以上の都道府県に事務所、工場等を持つ法人企業が、法人事業税の合計額を従業員などの割合に応

じて、事務所、事業所所在の各都道府県に配分して納税する事である。

現行の事業税制度が確立するのは昭和29（1954）年度からであるが、表３に示したように、電気

供給業、ガス供給業及び倉庫業については固定資産の価額、鉄道業については鉄道の延長キロメー

トル数、銀行業及び保険業については、２分の１は固定資産の価額、他の２分の１を事務所又は事

業所の従業員の数、そしてその他一般の事業を従業員の数とした。

その後の主な改正点を表３にしたがって追ってみると、昭和37（1962）年度に、経済の進展にと

もない、企業活動における固定資産の比重が装置型産業を中心にして高まり、授業員の数だけでは､

企業の事業活動と都道府県が提供する公共サービスとの応益関係が適切に表現されないようになっ

た。そこで、事業活動の規模を的確に反映する減価償却費の要素を取り入れるため、資本金１億円

以上の製造業について、本社の従業員数を２分の１として計算するようになった。

昭和43（1978）年度には、製造業に限らず、その他の業種についても、資本金１億円以上の法人

の本社従業員数を２分の１として計算するようになった。その理由は、情報組織の発達により、支

店や営業所で行ってきた管理業務を本社で行うようになり、管理業務を担当する従業員が本社に移っ

たため、事業活動を的確に反映するためには、店舗数を勘案する必要性が生まれ、そこで製造業と

同じく本社従業員数を２分の１として計算するようになったというのである。

従業員数の数え方の変更は、平成元（1989）年度にも行われた。この時は、工場における自動組
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＜表３＞ 法人の事業税における分割基準の推移

改 正 理 由

改正前の法では、分割基準として、製造業、電気供給業、ガ
ス供給業、自動車道事業、運河業、さん橋業、船舶ていけい業
及び貨物陸揚場業にあっては、固定資産の価額と従業者の給与
額、その他の事業にあっては、従業者の給与額とされていた。
しかし、従業者の数の方が給与額よりも企業の活動量をよく表
現していると考えられたため、給与額の基準を廃し従業者の数
とされた。

これらの分割基準が、大都市所在の府県に過分に分割されて
いたため、これらの事業の活動量を一層適正に表現するものと
した。

経済の進展に伴い、企業の形態が装置型産業を中心として、
従業者よりも固定資産の比重が高まりつつあったため、各道府
県との応益関係を従業者の数のみによって表現することは適切
でない状況となった。
したがって、事業活動の規模を的確に表現するため、従業者

の数に減価償却費の要素を含めた（法人及び徴税機関が比較的
簡易かつ主観の入る余地が少ないものとするため従来どおり従
業者数を用いた｡)。
また、実際上の効果を考慮して、資本又は出資の金額が１億

円以上の製造業を行う法人に限って適用した。

法人の事務の簡素化を図った。

情報組織の発達により、製造業以外の企業においても管理中
枢機能が本社に集中する傾向が著しく、従来支店や営業所で行っ
てきた管理業務が本社に移行した。したがって、製造業以外の
企業について、店舗数の要素を入れたが、それを従業者数に換
算した結果、業種をとわずすべての従業者数を分割基準として
いる資本金１億円以上の法人について、本社管理部門に属する
従業者数を２分の１とすることとなった。

電気供給業においては、発電所がその事業活動の根幹をなし､
その事業収入が発電所の活動に負うものであり、また、発電所
に係る事業活動と所在道府県の行政サービスとの関係には極め
て密接なものがあるため、道府県における発電所に係る事業活
動の実態をより的確に反映させた。

電気供給業における分割基準については、発電所に係る事業
活動の実態をより的確に反映するため、さらに発電所用固定資
産を重視することとした。

近年、証券会社における貯蓄性商品の取扱いなどに伴う証券
投資の大衆化や銀行における公共債の窓口業務などの証券業務
の拡大を背景に、証券業と銀行業がその業務内容及び業務形態
において近接してきていることに鑑み、証券業の分割基準を銀
行業と同様にした。
また、経済のサービス化等を背景に企業の合理化が進み、工

場においては、自動組立装置、ＮＣ工作機械、産業ロボット等
の導入が進み、製造業の従業者の就業構造に大きな変化がみら
れた。それは、工場の生産高は大幅に増加しているにもかかわ
らず、工場の従業者数は大幅に減少し、これに対し本・支店等
の従業者数は大幅に増加していた。したがって、工場所在道府
県と本・支店等所在道府県の相対的関係を事業活動の状況に応
じた適切なものとした。

改 正 内 容

電気供給業、ガス供給業、地方鉄道事業、軌道事業
及び倉庫業
２分の１は固定資産の価額、他の２分の１は従業

者の数
その他の事業

従業者の数

電気供給業案、ガス救急業及び倉庫業
固定資産の価額

地方鉄道事業及び軌道事業
軌道の延長キロメートル数

銀行業及び保険業
２分の１は事業所又は事業所の数、他の２分の１

を事業所又は事業所の従業者の数

資本金額が１億円以上の製造業を行う法人の本社の
従業者について２分の１とした。

各月の延従業者の数を期末現在の従業者の数とした｡

資本金が１億円以上の法人の「本社の従業者の数に
ついて２分の１とした。

電気供給業 ２分の１は固定資産の価額、他の２分
の１を発電所の固定資産の価額

電気供給業 ４分の３は発電所の固定資産の価額、
他の４分の１は固定資産の価額

証券業 ２分の１は事業所又は事業所の数、他の２
分の１を事業所又は事業所の従業者の数

資本金が１億円以上の製造業を行う法人の工場の従
業者の数を１．５倍とした。

改正年度

昭和
26年度

昭和
29年度

昭和
37年度

昭和
42年度

昭和
45年度

昭和
47年度

昭和
57年度

平成
元年度

『今後における事業税のあり方等に関する研究会報告書（資料編)』(平成３年３月）72ページ［座長：吉住俊彦・本州四国連絡橋興産理事］
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立装置、ＮＣ工作機械、産業ロボット等の導入が進み、工場の生産高は大幅に増加したにもかかわ

らず、工場の従業員数が大幅に減少した。そこで、資本金が１億円以上の製造業の法人の工場従業

員数を1.5倍に換算することになったのである。

昭和37（1962）年度の本社従業員数を２分の１、平成元（1989）粘度の工場従業員数の1.5倍化

は次のようにして算出されたといわれる。昭和37（1962）年度の場合、従業員数は本社10に対し本

社以外90，減価償却費は本社２に対し本社以外98，これらの平均を取ると本社６に対し本社以外94

になる。この６対94になるように、10対90という実際の従業員数を換算するために、本社従業員数

を２分の１とした。つまり、10を５と換算すると、５対90となり、ほぼ６対94となるのである。

平成元（1989）年度の場合、従業員数は本社その他30.5に対し工場69.5、敷地面積は本社その他

15 .4に対し工場84 .6、これらの平均を取ると本社その他22 .9に対し工場77 .1になる。この22 .9対

77 .1になるように、30.5対69 . 5という実際の従業員数を換算するために、工場の従業員数を1.5倍

にした。つまり、69 .5を69 .5×1. 5＝104 .25と換算すると、30.5対104 .25となり、ほぼ22.9対77 .1

となるのである。

従業員数の換算基準以外には、電気供給業の換算において発電所の固定資産のウエイトを高める

改正〔昭和47（1972）年度及び昭和57（1982）年度〕、証券業を銀行業と同様に扱うための改正

〔昭和元（1989)〕年度などが主なものである＊７。

つまり、分割基準の改正は本社が集中する大都市圏域に不利なように、発電所や工場が立地する

地方圏に有利なように行われてきたのである。しかし、これは経済成長による企業所得の拡大、す

なわち所得標準による法人事業税の拡大が見込まれる状況のもとで、その恩恵を受けていた大都市

圏域の都府県が、いわば所得標準を維持していくための譲歩であったともいえ＊８、経済停滞が長引

く中で、今後このような改正は困難であろう。その意味でも、外形標準化の課題は必然であったの

かもしれない。

� 外形標準課税をめぐる議論の展開過程

2001年４月に、東京都がいわゆる「銀行税」あるいは「石原新税｣（東京都における銀行業等に

対する事業税の課税標準等の特例に関する条例）を施行する中で、大きな社会的関心を集めた事業

税の外形標準課税であるが、この問題は、かなり長い歴史を持つ。また、時期によってその位置づ

けが大きく変化してきた。いま税制調査会答申を軸にまとめてみると次のようになる。

1964年12月、税制調査会の最初の長期税制答申で、｢加算法による付加価値額」による課税が、

｢事業の規模ないし活動量あるいは収益活動を通じて実現される担税力を適正に示す」ので適当で

あると結論づけている。しかし、1971年８月の答申では付加価値税の導入との関連において検討す

る必要があると述べて、これまでの見解と少し異なる立場になっている。さらに1977年10月の答申

では新税導入までに事業税の外形標準課税問題の結論を得ることとしている。1983年８月の答申で
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は、課税ベースの広い間接税との関連を考慮して検討すべきである、として、かなり後退した見解

になっている（木下和夫［1992］432－433ページ)。つまり、事業税の性格からして、外形標準課

税の導入は必要との認識であるが、附加価値税（日本では、一般消費税、売上税の提案と廃案を経

て消費税として実現された）の導入との関係で、70年代以降一端後退するのである。

もちろん、1970年代にも、たとえば1976年の東京都の新財源構想研究会の第５次勧告の中で、法

人事業税の外形標準課税の導入が打ち出されているように、地方自治体や全国知事会などは、しば

しば外形標準課税の導入を提起してきた。政府税制調査会でも、外形標準課税の導入の必要性を認

めなくなったわけではないが、具体化に踏み込もうとしないのである。その状況を、東京都の「銀

行税」が施行されるまでの、1990年代後半の税制調査会答申で見ておこう。

1996年11月の税制調査会法人課税小委員会報告では、外形標準課税の導入は、事業に対する応益

課税としての税の性格の明確化に加え、都道府県の税収の安定的確保、赤字法人に対する課税の適

正化にも資する、として導入の必要性を認める。しかし、外形標準課税の問題は、業種別税負担や

都道府県別税収の変動、消費税や地方消費税との関係など、なお検討課題が多く、今後更に検討を

深めることが適当であるとして、その具体化には踏み込まないのである。

星野泉［2000］は、｢外形標準課税に関し、長く進展の乏しかった政府税制調査会の検討が大き

く動き出したのは、1997年以降｣（41－42ページ）と見る。これは、｢地方分権推進委員会の第２次

勧告と、翌年の地方分権推進計画の影響｣（42ページ）であるとする。私見では、外形標準課税が

真剣に検討されるようになった背景には、こうした地方分権の流れとともに、1997年度から地方消

費税が導入され、地方消費税と法人事業税の外形標準課税との関連に関する問題を回避できるよう

になったこともあると考える。

ともあれ、1997年12月の税制調査会「平成10年度の税制改正に関する答申」では、事業税が外形

基準によって課税されることとなれば、事業税の性格が明確になるとともに、税収の安定性を備え

た地方税体系が構築されるなど、地方分権の推進に資し、また、これに伴い、法人課税の表面税率

(調整後）の引下げや赤字法人に対する課税の適正化にもつながると、積極的な評価をあたえる。

また、具体的な外形基準については、利潤、給与、利子及び地代等を加算した所得型付加価値など､

引き続き幅広く検討することが必要で、その際、中小法人の取扱いや税負担の変動、他の地方税と

の関係などの課題についても検討すべき、とした。

1998年12月16日の「平成11年度の税制改正に関する答申｣（税制調査会）においても、｢法人事業

税については、平成11年度税制改正において、その税率を10年度に引き続き更に引き下げる一方で､

現下の経済情勢等に鑑み、外形標準課税の導入については見送る」としながらも、早急に外形標準

枷是の方向性を方向性を示したいとしたのである。

そして、1998年４月17日に税制調査会に設置された地方法人課税委員会は、1999年７月９日の第

35回総会に「地方法人課税小委員会報告」を提出し、総会で報告書を公表することが了承された。

このなかで、望ましい外形基準として４つの類型（事業活動価値（仮称)、給与総額、物的基準と
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人的基準の組合せ、資本等の金額）が示された。

たとえば、政府税制調査会は、電気供給業など４業種以外の法人事業の課税標準が所得になって

いることを問題として、｢税収の安定化、応益課税としての税の性格の明確化、税負担の公平化な

どの観点から」外形標準課税の導入の検討を必要性を指摘する（税制調査会［2000］106ページ)。

そして、具体的な外形標準として「事業活動価値」をあげる。これは、事業活動によって生み出さ

れた価値の大きさを示すもので、利潤、給与総額、支払利子および賃借料を加え、通算したもので

ある。この「事業活動価値は、事業活動によって生み出された価値に着目して負担を求める税の課

税標準として、法人の人的・物的活動量を客観的かつ公平に示すと同時に、各生産手段の選択に関

して中立性が高いと考えられることから、外形標準としては理論的に最も優れている」とする（同

上、109ページ)。つまり、付加価値が、法人事業税の課税標準として最も優れているというのであ

る。

こうして、東京都が外形標準課税を導入する際の障壁は徐々に低くなっていったのである。これ

によって、都に対する批判は、大手金融機関に限定したとか、事前の説明が不十分であったとか、

都が独自に導入したとかの個別論点に限定されることになったのである。

� 外形標準化の論点

法人事業税に外形標準を導入することの問題点は、東京都が実際に外形標準を導入することによっ

て、極めて鮮明に現れてくるのだが、ここでは一般論として検討していこう。というのは、いま触

れたように、東京都の外形標準課税の導入によって巻き起こった論点には、資金量５兆円以上の大

手金融機関に対象を限定したこと、全国一律ではなく東京都が独自に導入したこと、手続きの拙速

さといった、個別・具体的な論点が多いからである。ここではそうした個別・具体的な論点ではな

く、一般的な論点に限定して検討しよう。

１) 地方消費税との関係－課税標準の重なり

法人事業税の一般的な課税標準は所得及び清算所得であるが、事業の状況に応じて「資本金額、

売上金額、家屋の床面積若しくは価格、土地の地積若しくは価格、従業員等を課税標準」とするこ

とができるとされている（地方税法第72条の19)。事業所用家屋の床面積などを課税標準とするも

のでは、市町村税である事業所税がある。

地方税の規定の中に、課税標準として「付加価値」が明文化されているわけではない。しかし、

近年の外形標準は1999年７月の、政府税制調査会地方法人課税小委員会報告で取り上げられた事業

活動価値にしろ、｢付加価値」を基準としているといって良い。

問題は、｢付加価値」を課税標準とすると地方消費税との関連が問題になるということである。
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地方消費税の課税標準は、国税の消費税額を課税標準としており、｢付加価値」ではないが、消費

税が「付加価値」を課税標準としているのであるから、細かい点は別とすれば、法人事業税の外形

標準化によって、課税標準が同じになる。とすると、いわゆる「二重課税」の問題が発生し、好ま

しくないという主張がでてくるのである。

もともと、事業税の外形標準化は地方消費税と矛盾するのではないかという意見があった。たと

えば、政府税制調査会の「平成７年度の税制改正に関する答申｣（平成６年12月）では、｢事業税に

外形標準課税を導入する問題については、地方消費税を創設した以上、その必要がないのではない

かとの意見もあった｣＊９。さらに、政府税制調査会法人課税小委員会報告（1996年11月）において､

法人事業税の外形標準は加算法による付加価値を中心に今後検討するとしながら、｢加算法による

所得型付加価値を外形基準とした場合には、消費税及び地方消費税と付加価値に対する課税という

点で同一となり、税の簡潔性からみて問題があるのではないかとの意見があった」と記している。

事業税の外形標準課税が地方消費税と矛盾するという意見は様々な形で出されているが＊10、谷山

治男［1998］の議論を紹介しておこう。谷山は、法人事業税の外形標準化は消費税と課税標準がダ

ブることになる。法人事業税は法人に課させらるが、法人税の計算上損金算入され、消費者に転嫁

される。したがって、地方消費税は「本来廃止すべきものですが、もし、その存続が認められるな

らば、事業税の地方消費税への切り替えというのは、現実的な検討課題になる｣（206ページ）と指

摘する。

法人事業税の外形標準化が、地方消費税の課税標準と重なることになるという指摘は、その通り

であろう。しかし、損金算入され、転嫁されるから、地方消費税に切り替えれるという点はどうで

あろうか。

２) 法人事業税の転嫁－通産省＊11「検討会」の見解

銀行など大手金融機関の法人事業税に外形標準化を導入する東京都の方針が打ち出されてすぐ、

2000年３月８日に、通産省は「経済活性化のための税制基本問題検討会」の初会合を開いた。そし

て、７月10日、通産省「経済活性化のための税制基本問題検討会」中間報告書を発表した。その中

で、外形標準課税に対する各国の状況等を紹介しながら、さまざまな角度から外形標準課税を批判

する。

｢ドイツ営業税については、1970年代からその正当性について議論が提起され、1980年の賃金課

税部分の廃止から18年を経た1998年に営業資本税が廃止されたという歴史を持つ。フランスの職業

税についても、1980年の控除法付加価値税への転換失敗を経て、19年後の1999年に経過措置を講じ

た上で賃金課税の部分を廃止する旨が決定されたという歴史をもつ。このように、外形標準課税は､

欧州各国において国を２分する論争が繰り返され、最近の２年間で漸くその論争に終止符が打たれ

ようとしている｣（39ページ)。
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事業活動価値を課税標準として用いるものとしては、｢米国ミシガン州の単一事業税があったが､

ミシガン州知事は廃止法案署名に際し、『単一事業税は、ミシガン州に残された経済活動に対する

最後の障壁であった』と述べているように、かかる課税は経済に対し多大な影響を与える｣（40ペー

ジ)。

加算法的形態による課税は、控除法付加価値税のように仕入額控除による前段階の税の控除とな

らず、｢このため、企業の負担の先送りが困難となり、企業課税という側面では徹底されているも

のの、真に担税力のない企業にとってきわめて酷税となる｣。そのため、｢さまざまな事情による大

幅な適用除外措置がこうじら」れ、それが不公平を生む（40ページ)。

賃金には、ストック・オプション、フリンジベネフィット等があり、これを曖昧にすると課税標

準の信頼性がゆらぐ（41ページ)。｢我が国に必要な経済フロンティアの拡大のためには、今後、人

材投資、研究開発投資がますます重要となるが、賃金を課税標準」とすると、このような投資活動

に負担を課し、経済活動の中立性を歪める（41ページ)。国境調整が困難で輸出企業の負担を高め､

外国税額控除の対象とならないため海外からの企業進出を抑制する（42ページ)。

以上のように、法人事業税の外形標準化に対する通産省「検討会報告」の見解は厳しいが、それ

は外形標準化が企業課税の強化であり、業界の利益を代弁する通産省の立場に反するからではない

だろうか。谷山の主張のように、法人事業税が簡単には消費者に転嫁されるのであれば、強い拒否

反応を示すことはないだろう。

この検討会報告の中で転嫁という点について、次のように述べている。加算法的形態による課税

は、控除法付加価値税のように仕入額控除による前段階の税の控除とならず、｢このため、企業の

負担の先送りが困難となり、企業課税という側面では徹底されているものの、真に担税力のない企

業にとってきわめて酷税となる｣。地方消費税は控除法付加価値税といって良く、地方消費税であ

れば負担転嫁が可能であるが、加算法的付加価値を課税標準とする外形標準化では転嫁が困難であ

るとというのである。

消費税の税率アップと地方消費税の導入期に顕著に見られたように、控除法付加価値税であって

もその転嫁は容易ではない。とくに、不況期で消費が落ち込み、物価が低下傾向を示すときに転嫁

は困難である。それでも一応転嫁できるのは、転嫁を強制する法的枠組みがあるからからである。

流通業界が、｢消費税返上、５％値下げ」のキャンペーンを張ったとき、国税当局は「消費税返上｣

の表現は不当であるとして、｢消費税分値下げ」と言い直させたように、強制的転嫁のための法的

枠組みを作っているのである。消費者への転嫁の法的枠組みを持つ地方消費税と法人事業税の外形

標準化を同一視することはできないだろう。

３) 応益原則との関係

法人事業税を外形標準化する理由は、法人事業税の課税根拠が応益原則、すなわち事業活動に必
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要な様々な公共サービスの見返りとして課税されるという考えからである。課税標準が所得だと、

赤字法人は法人事業税を払わなくて済むため、応益原則に反することになり、適当でないというこ

とになる。

法人事業税を外形標準課税にするなら、地方消費税に吸収すべきであるという主張に対して、こ

の応益原則との関連で批判する論者もいる。たとえば、梅原英治［1999］がそれである。

梅原が指摘する点は以下の３点である。｢�消費型付加価値が事業活動に対する道府県の行政サー

ビスの寄与度を表さないこと、�地方消費税では、行政サービスから確実に便益を受ける法人が負

担せず、必ずしも便益を受け取るとは限らない消費者が負担すること、�地方消費税では国境税調

整（輸入課税、輸出非課税）が行われ、国内で事業活動をまだおこなったことのない輸入品に課税

し、国内で事業活動を行った産物である輸出品に課税すること｣（125－126ページ）をあげる。

法人事業税を応益原則による課税であるとする限り、梅原の指摘はその通りであろう。

４) 独立税としての性格

また、神野直彦［2000］は、法人税事業税の外形標準化を独立税の復活として位置づけ、地方消

費税への置き換えを批判する。

｢法人事業税の外形標準化とは、国税と分離した課税標準を採用することによって｣、法人事業税

を「独立税として復活することを意味している｣。｢法人事業税の外形標準化の意義を、独立税の復

活と位置づければ、法人事業税を地方消費税に置き換えるという提案が、いかに理念なき場当たり

的な提案であるかが理解できよう。地方消費税も付加税である。しかも、税率は一定税率で、地方

政府に自主的決定権はない。つまり、独立税の復活という日本のデモクラシーの悲願を踏み躙り、

その場限りの場当たり的改革で、国民から希望を奪うだけの目論見だといわざるをえない｣（10ページ)｡

５) 小 括

以上見てきたように、法人事業税の外形標準化を地方消費税で代替しようとする主張には無理が

あるように思われる。しかし、そのことは同時に、通産省「検討会報告」が指摘するように、法人

事業税の外形標準化は担税力のない（弱い）企業にとって酷税となることを意味する。それはまた､

強い抵抗があることを示唆する。

｢広く、薄く」課税するという、政府税制調査会などの近年の税制改革方針のもとで、外形標準

化は規模の大小を問わず、全業種で一律に行うのが筋であるという見解もあるが、現実的な対応を

とらなければ、そもそも導入することはできないであろう。

その意味で、東京都が資金量５兆円以上の大手金融機関に限定して導入したことは、現実的であっ

たといえるかもしれない。

(かとう いちろう・本学経済学部教授)
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＊１事業税の概要については、たとえば、野上敏行［2000］を参照のこと。

＊２大西秀人［1995］は、事業税も含めた地方税収の偏在問題を分析している。

＊３自治省税務局は次の６点を地方税原則としてあげていた（自治省税務局編〔1981〕３－３ページ)。�収入

が十分なものであり、かつ、普遍性があること�収入に安定性があること�収入に伸張性があること�収入

に伸縮性があること�負担分人があること�地方団体の行政または施設と関連性があること

＊４「外形標準課税とは本来、収益税の定義に使用されてきた。収益税とは収益を生み出す『物』つまり生産要

素に着目して課税する『物税』である。収益税は収益を生み出す『物』に着目して課税するけれども、税源

である収益そのものを課税標準とはしない。収益を推定する『外形』を課税標準として課税する｣（神野

(神野直彦［2000］８ページ)。この収益税はフランス革命によって生み出されたものである。｢物」に着目

すれば貴族などの免税特権を阻止できるからである。だが、｢物」に着目するので、｢人」の経済力に応じた

課税つまり応能原則での課税はできない。応能原則が、課税の一般的な原則として認められるようになると､

収益税は国税から地方税に委譲される。地方税は応能原則ではなく応益原則が重視され、また、収益税は安

定性、普遍性という地方税原則にも一致するからである。しかし、現代の外形標準課税は「収益税」への回

帰を意味しているのではない。｢『最後の税』として『付加価値税』が登場してからは、『付加価値税』の導

入が外形標準化として理解される｣（同上、９ページ)。

＊５事業税の沿革については多くの文献が取り上げている。たとえば、戸谷裕之［1991 ]。

＊６梅原は、ここで所得標準に反対する見解を批判するために、その論点を整理している。梅原自身は、外形標

準課税に反対である。

＊７なお付言しておくと、2000年度から導入された東京都の銀行業等に対する外形標準化における分割基準は、

所得標準の時のままである。つまり、業務粗利益に基づいて計算した課税標準総額の２分１を事務所・事業

所の数にあん分し、２分の１を従業者の数（資本金１億円以上の法人の本社の従業員については２分の１と

する）にあん分する。

＊８次のような指摘がある。｢これまで知事会は一貫して事業税の税収の安定を図るため、また、できるだけ地

域間の税収の格差を直すため、所得課税から外形標準課税への移行を要望してきたのに、事業税の税収の伸

びが比較的順調であった、東京都を始め、神奈川、愛知、大阪、兵庫等の府県が消極的な態度をとってきた

ため、知事会の要望は実現を見なかった｣（牛嶋正［2000］35ページ)。
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